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１．国と都道府県等とのデータ連携に関わる改善の検討方針

検討方針

• 都道府県レベルを対象に、次期総合防災情報システムを用い
たデータ共有による情報処理（情報収集、分析等）の改善に
ついて、昨年度の整理にもとづき主要業務毎に、文献調査（
具体計画、地方自治体による災害検証報告書等）及び都道府
県等へのヒアリングによる調査を行う。

• 上記調査等に基づき、次期総合防災情報システムにより国と
都道府県等との間で共有することが望ましいデータ（項目、
属性等）、情報処理等での留意点・改善点などを整理する。

経緯・概要

• 昨年度は、次期総合防災情報システムを通じて、国レベルでの（現
地対策本部を含む）状況把握や対応方針判断等に有用となる情報に
ついて、「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する
計画」等（以下、具体計画）に記載の省庁等が連携して行う各業務
ごとに調査し、「災害対応基本共有情報（EEI）第１版」として取
りまとめた。

• 今年度はさらに、主に国と都道府県等とのデータ連携による、情報
処理（情報収集、分析等）の改善点を調査検討する。

アウトプット

• 次期総合防災情報システムを介した国と都道府県等とのデータ
共有による、情報処理フローの改善イメージ

• 今後の「災害対応基本共有情報（EEI）第１版」改訂時の参考

情報処理フロー（イメージ）
今年度は特に都道府県等（国との連携を
含む）における情報処理に着目して整理
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２．検討の経緯
（１）昨年度の検討の振り返り

 昨年度は、具体計画から６業務を対象に、各業務の担当省庁（政府現地対策本部を含む。）における情報
処理（状況の把握、対応方針の判断等）について有用な情報項目を整理し、システム導入による改善を調
査。

 調査結果をもとに、国や地方自治体、指定公共機関等の災害対応機関が、次期総合防災情報システムで共
有の望ましい特に重要な災害情報について、「（仮称）日本版EEI【第一版】（案）」※として整理。

※令和５年４月に「災害対応基本共有情報（EEI）第１版」 として公表

 具体計画では、初動期（72時間）に国などの複数の防災関係機
関が、人命救助のための業務を、情報を共有しながら調和的に
行えるよう下記5業務の計画のタイムラインが整理。
① 緊急輸送ルート計画
② 救助・救急、消火活動等に係る計画
③ 医療活動に係る計画
④ 物資調達に係る計画
⑤ 燃料供給、電力・ガスの臨時供給及び通信の臨時確保に係る計画

→ 初動期の５業務と「被災者生活・生業再建支援チーム」の
活動のうち省庁が連携した活動計画のある業務から⑥ 災
害廃棄物処理を選定

 また、具体計画では、被災者の生活や生業の再建を迅速・円滑
に支援するために、関係省庁で構成される「被災者生活・生業
再建支援チーム」を開催し、関係機関で連携して対応にあたる
ことも計画されている。

調査対象業務 南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画（具体計画）
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２．検討の経緯
（２）今年度の検討方針の振り返り

 昨年度は、次期総合防災情報システムを通じて共有の望ましい、主に国レベルでの（現地対策本部を含
む。）状況把握や対応方針判断等に有用となる情報を調査・整理した。

 今年度は、主に国と都道府県等との次期総合防災情報システムを通じた情報共有による情報処理（情報収
集、分析等）の改善可能性を調査・検討する。

B省

A省

C省

国 都道府県

被災都道府県

政府現地本部等

市区町村

被災市区町村

今年度の主検討対象

省庁出先機関等

昨年度の主検討対象

今年度の検討対象
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２．検討の経緯
（２）今年度の検討方針の振り返り

 具体計画の６業務を対象に、文献調査、都道府県へのヒアリング調査を通じ、国と都道府県等との情報処
理の現状や課題、次期総合防災情報システムの導入（閲覧あるいは都道府県システム等のデータ連携）に
よる改善を調査する。

検討手順

STEP1 文献調査 STEP2 ヒアリング調査

 昨年度整理した情報処理過程について、調
査対象業務に関連する文献をもとにを都道
府県レベルの内容を仮説的に整理

検討内容

インプット

アウト
プット

近年現地対策本部が設置された規模の災害に
おける都道府県の災害検証資料等（以下例)
 「平成30年７月豪雨災害における初動・
応急対応に関する検証結果」（広島県）

 「平成30年北海道胆振東部地震災害検証
報告書」（北海道）            

 具体計画6業務の情報処理過程【仮説】
（都道府県レベルの内容を補足したもの）

 ヒアリング対象団体の選定（近年現地対策
本部が設置された規模の災害における被災
都道府県等）

 ヒアリングにより、仮説的に整理した具体
計画6業務業務の情報処理過程を精緻化

 次期総合防災情報システムの機能等を周知

 左記により整理した情報処理過程【仮説】

 都道府県ヒアリング意見
 具体計画6業務の情報処理過程

STEP3 調査結果の整理

 STEP2で得た都道府県からの意見をもとに、
次期総合防災情報システムによる国と都道
府県とのデータ連携の改善可能性を検討

 都道府県ヒアリング意見
 左記により整理した情報処理過程

 次期総合防災情報システムによる国と都道
府県とのデータ連携の改善可能性

など
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３．検討状況の中間報告
（１）情報処理の現状・課題を踏まえた改善可能性の整理

 現在、都道府県を対象としたヒアリング調査を５業務で実施。
 都道府県庁レベルでの状況把握・方針判断等における、次期総合防災情報システムによる国と都道府県と
のデータ連携の改善可能性を整理中。

次期総合防災情報システムによる国と都道府県とのデータ連携の改善可能性（例）
都道府県レベルでの情報処理の現状・課題 次期総合防災情報システムによる改善可能性

①発災直後の情報収集・判断
• 発災直後には被災地から報告情報を収集することが困難であり、そのよう
な中で対応方針の判断を行うことに苦慮している。

 早期被害推計データや、衛星データなどを次期総合防災情報システムから取得
することにより、対応方針の検討を行うことが可能となる。

②都道府県境を越えた広域的な情報の取得・共有
• 都道府県では、隣接県との道路ネットワークの状況（通行止め、渋滞等）
の収集が困難である。

• 都道府県境付近の、他県側の災害発生状況の収集が困難である。

 他県における状況を次期総合防災情報システムから取得することにより、広域
的な状況に基づいた検討・判断を行うことが可能となる。

③各種のライフライン情報等の集約
• ライフライン情報等は都道府県から各ライフライン企業等に個別に確認し
ており、手数がかかっている。

• 被害状況等をテキスト情報でしか取得できていない場合がある。

 提供元が多岐にわたるライフライン情報等を、一元的に収集する次期総合防災
情報システムから取得することにより、都道府県や情報提供元の負担を軽減

 次期総合防災情報システムにて、複数のライフライン情報等を地図データで提
供することにより、各種情報を地図上に重ね合わせて確認できるようになる。

④複数の防災関係機関での状況認識の統一
• 都道府県防災情報システムの情報（内容や閲覧画面等）と、国などの情報
が異なる場合、相互の状況認識に齟齬が生じる懸念

 中央省庁と地方公共団体等とが、同一のデータを確認することにより共通の状
況認識のもと、対応の検討・判断を行うことが可能となる。
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３．検討状況の中間報告
（２）国と都道府県等とのデータ連携による改善（イメージ）

国省庁等

都道府県

市区町村

インフラ・ライフライン
事業者等（指定公共機関）

中央省庁等

都道府県

市区町村

データ提供者 データ利用者

①発災直後の情報収集・判断
早期被害推計データや、衛星データなどを次期総合防災情報システム
から取得することにより、対応方針の検討を行うことが可能に。

次期総合防災情報システム

 次期総合防災情報システムの導入、都道府県システムとの連携等により、国、都道府県等の災害対応機関
間の情報の集約、共有、判断等の改善が見込まれる。

インフラ・ライフライン
事業者等（指定公共機関）

②都道府県境を越えた広域的な情報の取得・共有
他県における状況を次期総合防災情報システムから取得することによ
り、広域的な状況に基づいた検討・判断を行うことが可能に。

③各種のライフライン情報等の集約
提供元が多岐にわたるライフライン情報等を、一元的に収集する次期
総合防災情報システムから取得することにより、都道府県や情報提供
元の負担を軽減。
次期総合防災情報システムにて、複数のライフライン情報等を地図
データで提供することにより、各種情報を地図上に重ね合わせて確認
可能に。

④複数の防災関係機関での状況認識の統一
中央省庁と地方公共団体等とが、同一のデータを確認することにより
共通の状況認識のもと、対応の検討・判断を行うことが可能に。
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４．今後の予定

 引き続き、具体計画記載の業務など、国と都道府県で連携して対応する応急業務を対象に、複数の都道府
県へのヒアリング調査、改善の整理を継続し、次期総合防災情報システムの導入による、都道府県レベル
での情報処理等の改善可能性の検討整理する。

 整理した各業務における情報処理の改善の期待される事項は、今後の訓練等での検証を図る。
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